（航空機の整備又は改造）
第十九条： ⇒ 航空会社自らが整備・改造を行う場合
 　航空運送事業の用に供する国土交通省令で定める航空機（30席以上、又は15トン以上）であって、耐空証明のあるものの使用者は、当該航空機について整備（“軽微な保守”を除く）又は改造をする場合（“国土交通省による修理改造検査を行う場合”を除く）には、“修理・改造の能力”（第二十条第一項第四号）ついて認定を受けた者（“認定事業場”）が、当該認定に係る整備又は改造をし、かつ、国土交通省令で定めるところにより、当該航空機について“耐空性（第十条第四項各号の基準に適合すること）を確認”するのでなければ、これを航空の用に供してはならない。
２ 航空運送用で無い航空機の所有者の場合も前項同様の取り扱い
３  第十一条第一項ただし書の規定は、、、、（省略）
＜注＞ “軽微な保守”とは:簡単な保守予防作業で、緊度（テンション）または間隙（ギャップ）の調整及び複雑な結合作業を伴わない規格装備品又は部品の交換（航空法施行規則第五条の六）
第十九条の二： ⇒ 航空会社以外の認定事業場が整備・改造を行う場合
耐空証明のある航空機の使用者は、当該航空機について、“修理・改造の能力”（第二十条第一項第四号）ついて認定を受けた者（“認定事業場”）が、当該認定に係る整備又は改造をした場合（第十九条第一項の場合を除く）であつて、国土交通省令で定めるところにより、その認定を受けた者が当該航空機について“耐空性（第十条第四項各号の基準に適合すること）を確認”したときは、第十六条第一項（“国土交通省による修理改造検査を行う）又は前条第二項の規定（上記）にかかわらず、これを航空の用に供することができる。
＜注＞ “耐空性の確認”とは:航空機の整備又は改造の計画及び過程並びにその作業完了後の現状について行うものとし、搭載用航空日誌（ログブック）に署名又は記名押印することにより行う（航空法施行規則第三十二条の二）
（事業場の認定）
第二十条 　国土交通大臣は、申請により、次に掲げる一又は二以上の業務の能力が国土交通省令で定める技術上の基準に適合することについて、事業場ごとに認定を行う。
一 　（省略）
二 　（省略）
三 　（省略）
四 　航空機の整備又は改造の能力
五 　（省略）
六 　（省略）
七 　装備品の修理又は改造の能力
２ 　前項の認定を受けた者は、その認定を受けた事業場（以下「認定事業場」という。）ごとに、国土交通省令で定める業務の実施に関する事項について業務規程を定め、国土交通大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも同様とする。
３ 　（省略）
４ 　（省略）
５ 　（省略）
＜注＞ 確認主任者認定の要件については、航空法施行規則第三十五条の四に規定されています
